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会         議        記         録 

会 議 の 名 称 議会運営委員会 
会議場所 第３委員会室 

担当職員  鈴木 智 

日 時 平成２９年８月２１日（月曜日） 
開 議   午前 １０ 時 ００ 分 

閉 議   午前 １１ 時 １２ 分  

出席委員 
◎齊藤 ○平本 奥村 田中 山本 福井 木曽 西口 ＜湊議長＞＜小島副議長＞ 

 

執行機関 

出席者 
 

 

事務局 

出席者 

 

片岡事務局長、山内次長、船越副課長、鈴木議事調査係長、池永主任、山末主事   

        

傍聴 可 市民１名 報道関係者１名 議員０名（―） 

会 議 の 概 要 
 

１０：００ 

[齊藤委員長 開議] 

前回、７月２０日の議会運営委員会で議会の活性化検討については、通年議会を第一

優先事項として検討することを決定した。本日は、通年議会の検討について、会派か

らの意見を最初に確認した上で、検討に入りたいと考えている。 

［事務局長 説明］ 

 

１ 議会の活性化について 

（１）通年議会の実施について（会派の意見） 

＜齊藤委員長＞ 

通年議会について、会派で検討した結果を報告いだきたい。 

＜福井委員＞ 

 新清流会としては、できるだけ早い時期に通年議会を実施したい。 

＜木曽委員＞ 

 緑風会としても、できるだけ早い時期に通年議会を実施したいと考えている。 

＜田中委員＞ 

 共産党議員団としては、通年議会にする方向でよい。 

＜山本委員＞ 

 公明党議員団としては、通年議会の導入に向けて進めていけばよいと考えている。 

＜齊藤委員長＞ 

 新清流会と緑風会は、できるだけ早い段階で実施するという意見である。共産党議

員団と公明党議員団は、前向きに検討するという意見であり、議会運営委員会にお

いて、今後検討を進めていくことと決定する。 

―全員了― 

 

（２）実施スケジュールについて 

［議事調査係長 説明］ 

＜齊藤委員長＞ 

 概ね説明の通り進めていくこととしたいが、これでよいか。 



2 
 

―全員了― 

 

（３）今回の検討事項 

１ 実施パターンの選択 

［議事調査係長 説明］ 

＜齊藤委員長＞ 

 実施パターンについて、どのようにするのか意見を。 

＜福井委員＞ 

 パターン１で実施すべきと考えている。市長の招集が毎年必要であることは、現状

と比べればデメリットにはならない。できれは今期中に通年議会をやってみる。そ

こで、問題点が出てくれば、パターン２に移行することを見据えていけばよい。 

＜木曽委員＞ 

 早期に実施するという点からは、パターン１で実施すべきである。問題があればパ

ターン２にすることも視野に入れればよいと考える。 

＜田中委員＞ 

 パターン１でよいと考えている。 

＜山本委員＞ 

 パターン１でよいと考えている。 

＜齊藤委員長＞ 

 全会一致でパターン１と決定する。 

 

２ 会期の始期・終期の設定 

［議事調査係長 説明］ 

＜福井委員＞ 

 Ａ案でよいと考えている。議員の任期は２月４日までであるが、３月末までを会期

としてもよいのか。 

＜議事調査係長＞ 

 資料に示しているのは、任期の真ん中の年である。任期の最終年は、２月４日まで

に会期を終わることとなる。 

＜福井委員＞ 

 任期が切れるときはその時点で自然閉会となるのか。 

＜議事調査係長＞ 

 その通りである。 

＜木曽委員＞ 

 Ｂ案にした場合であっても、日程の調整はできるのではないか。必要であれば、４

月、５月に臨時議会を招集することになるのか。その場合、結果として年２回の招

集になるのではないか。 

＜議事調査係長＞ 

 年２回の招集になる場合があるのは指摘の通りである。しかし、通常は４月、５月

において何かあった場合には、臨時議会でも対応できるという意味で記載している。

臨時議会については、地方自治法にも規定されているので、定例会と臨時会の両方

を実施するということは、今まで通りのことであり問題ない。 

＜木曽委員＞ 

 この提案は、定例会としては６月から３月に実施するということでよいのか。 

＜議事調査係長＞ 
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 定例会としては６月開会、３月閉会としている。もしも、４月、５月に提出される

議案があれば、臨時議会で対応いただくこととなる。 

＜木曽委員＞ 

 通年議会としては、１年の内、１度だけ招集されるのが通例ではないのか。これに

ついては、違和感がある。視察をこの時期に必ず実施しなければならないことはな

い。災害が起こった場合等、市民生活に関わる問題で招集されることがあることも

含めて、通年議会が議論されてきたと聞いている。４月、５月にそのようなことが

ないとは限らない。色々な対応ができるという観点から、４月招集、３月閉会とす

る通年議会を考えるのが通常ではないのか。 

＜事務局長＞ 

 通年議会を導入している他の市議会では、会期は１月から１２月までとしていると

ころや、４月から３月までとして実施しているところもある。 

＜奥村委員＞ 

 ３月末の専決事項は、すぐ次の議会で報告しなければならないのか。一旦待って、

６月議会で報告することもできるのか。 

＜議事調査係長＞ 

 地方自治法では、専決した場合、次の会議で報告し承認を求めることと規定されて

いる。次の議会とは、Ｂ案の場合であれば４月末の招集会議となる。 

＜木曽委員＞ 

 年度末の法改正があった場合、関係条例は専決することとなる。そうするのであれ

ば、４月、５月を閉会期間とする必要はないと考える。 

＜奥村委員＞ 

 ４月が始まり何週間の内に専決の事務を行うと、通常業務に影響する恐れがあるの

で、事務局が提案している案の方がスムーズにいくと考える。 

＜湊議長＞ 

 会期は一番大事なところであるので、しばらく継続して検討してはどうか。事務局

は、執行機関との調整の中で事務が煩雑することに配慮してＡ案を出してきている。 

＜木曽委員＞ 

 事務局案がだめと言っている訳ではない。皆が納得して慎重に検討すべきである。

臨時議会を開催するのであれば、４月、５月も会期としていけばよいということに

なるので、十分に検討すればよい。 

＜事務局長＞ 

 会期が一番大事な部分であるので、事務局としては留意事項に書いたことも含め、

会派で一度検討いただく中で、継続して検討いただければよいと考える。 

＜奥村委員＞ 

 他の会派の考え方を聞きたい。 

＜齊藤委員長＞ 

 共産党議員団はどのように考えているのか。 

＜田中委員＞ 

 切れ目なく会期とするのであれば４月招集がよいが、留意事項に書かれていること

からすれば、６月開会にならざるを得ないと考える。会派で検討し、次回には正式

に返答したい。 

＜山本委員＞ 

 切れ目なく会期とするのであれば４月招集がよい。前回の議会運営委員会であった

ように、京都市会のように閉会期間を設けるのがよいと考えていた。今回、事務局
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が示した留意事項を含め、会派で検討したいと考える。京都市のパターンでは対応

が厳しくなるのか、もう一度確認したい。 

＜議事調査係長＞ 

条例改正事務は、税務担当の繁忙期に出てくる事務でもある。京都市の執行部にも

問い合わせたが、条例案を出していくのは厳しい状況にあるとのことだが、４月に

対応しているのは事実である。しかし、京都市は政令指定都市であり、税務担当の

中に法制担当がいるなど、亀岡市と比較しても体制が整っている。京都市と亀岡市

がまったく同じ体制であるかといえば、そうではない状況にあると言える。 

＜福井委員＞ 

 専決の報告を次の会議ではなく、もう少し遅らせて報告してもよいという条例をつ

くることはできないのか。 

＜議事調査係長＞ 

 地方自治法に規定されているものであり、条例改正により対応できるものではない

と考える。よく考えていきたい。 

＜齊藤委員長＞ 

 会派において検討し、委員会としても継続して検討する。 

―全員了― 

 

３ 専決処分 

［議事調査係長 説明］ 

＜福井委員＞ 

 例えば、議員の内半数が欠けた場合どうなるのか。その場合の規定は、地方自治法

にあるのか。 

＜議事調査係長＞ 

 会議を開催しても定足数を欠くこととなる。公職選挙法により選挙が行われること

となる。 

＜木曽委員＞ 

 議会の解散の場合も含めて検討する必要があるのではないか。 

＜議事調査係長＞ 

 次回に示すようにしたい。 

＜齊藤委員長＞ 

 会派において検討し、委員会としても継続して検討する。 

―全員了― 

 

４ 一事不再議 

［議事調査係長 説明］ 

＜福井委員＞ 

 事情の変更としては、６月と１２月で事情が変わるという考え方でよいか。 

＜事務局長＞ 

 その通りである。このため会議規則を改正する必要があると考える。 

＜木曽委員＞ 

 すべて関連するものであり、この項目以降も一度会派で検討してはどうか。 

＜齊藤委員長＞ 

 会派において検討し、委員会としても継続して検討する。 

―全員了― 
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５ 発言の取消し又は訂正 

［議事調査係長 説明］ 

＜齊藤委員長＞ 

 会派において検討し、委員会としても継続して検討する。 

―全員了― 

 

２ その他 

 （１）決算審査について 

   ○事務事業評価について 

 [事務局長 説明] 

＜齊藤委員長＞ 

 説明の通り、事務事業評価を実施することでよいか。 

―全員了― 

 

＜事務局長＞ 

 産業建設常任委員会で、商店街連盟と「委員会の意見交換会」を実施されることに

なった。日時は、８月２８日（月）午後３時３０分から、場所は、市庁舎３階３０

２会議室である。出席者は、産業建設常任委員会委員と商店街連盟の５名程度であ

る。今後、時期は未定であるが、商店街連盟等を含む４つの商業団体と意見交換を

行う予定とされている。今回は、その前に、商店街連盟のみと意見交換を行うもの

である。産業建設常任委員会は、約１年前にも商店街連盟と意見交換会を実施され

た。会派においても周知いただきたい。 
 

 １１：１２ 


